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このプレゼンテーションに記載された当社の財務情報は、米国会計基準に基づき計算されたものであります。

このプレゼンテーションには、当社の計画と見通しを反映した将来予想に関する記述を含んでおります。

 
かかる将来予想に関する記述は、当社が現時点で入手可能な情報を基にした予想値であり、これらは経済

 
環境、競争状況、新サービスの成否等、不確実な要因の影響を受けます。従って、実際の業績はこのプレゼ

 
ンテーションに記載されている将来予想に関する記述とは大きく異なる場合があることをご承知おきください。

また当社は、このプレゼンテーション後において、かかる将来予想に関する記述を更新して公表する義務を

 
負うものではありません。
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第第11四半期の四半期のまとめまとめ

11．．営業力の強化／販売ルートの多様化営業力の強化／販売ルートの多様化

2.2.
 

デジタル化需要の取り込みデジタル化需要の取り込み

3.3.
 

テレビサービスの拡充テレビサービスの拡充

・

 
営業体制の改編（ブロック制導入）

 
・テレビＣＭ

 
・戦略販売チャネル強化

・

 
ＶＯＤサービスの各種取組み

・

 
未接続難視共聴世帯の取り込み
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業績サマリー業績サマリー

2009年Q1 2010年Q1 増減率増減率 通期通期予想予想 進捗率進捗率

営業収益 808808億円億円 888811億円億円 99％％ 3,570億円 2525％％

営業利益 155155 億円億円 174174億円億円 1313％％ 665億円 2626％％

税金等
控除前利益

147147億円億円 167167億円億円 1313％％ 620億円 2727％％

当社株主帰属

 四半期純利益
6969 億円億円 8484億円億円 2121％％ 325億円 2626％％

EBITDA* 352352億円億円 386386億円億円 1010％％ +7～10%

＊EBITDA：

 

営業収益－番組その他営業費用－販売費および一般管理費

順調に推移順調に推移
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Value 2009年3月末
(2009年1-3月平均)

2010年3月末
(2010年1-3月平均)

前年同期(末)比

増減

デジタル化率*2 82% 93%93% 11pts

バンドル率*3 1.78 1.821.82 +0.04

ARPU *4 7,703円 7,6887,688円円 -15円

Volume 20092009年年33月末月末 20102010年年33月末月末
前年同期末比前年同期末比

増減率増減率

ホームパス世帯数ホームパス世帯数 1,238万 1,2741,274万万 +3％

ケーブルテレビケーブルテレビ 255万 260260万万 +2％

高速ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続高速ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続 150万 160160万万 +7％

固定電話固定電話 162万 180180万万 +12％

総加入世帯数総加入世帯数 318万 329329万万 +4％

RGURGU合計合計**11 567万 600600万万 +6％

Q1Q1主要オペレーション指標主要オペレーション指標

ＲＧＵはＲＧＵは600600万を突破万を突破

*1: RGU (Revenue generating unit)合計＝ 提供サービス数の合計

*2:

 

デジタル化率＝ケーブルテレビ加入世帯のうち、デジタルサービス加入世帯の比率

*3: バンドル率＝加入世帯当たり提供サービス数

*4: ARPU＝加入世帯当たり月次収益
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Q1Q1主要オペレーション指標主要オペレーション指標

1.74 1.74
1.78 1.78

1.82

06年 1-3月 07年 1-3月 08年 1-3月 09年 1-3月 10年 1-3月

A
R

PU

（円）

バンドル率

0.9%

1.0%

1.1%

1.2%

1.3%

2008 1.12% 0.97% 0.94% 0.96%

2009 1.18% 1.07% 1.02% 1.02%

2010 1.21%

Q1 Q2 Q3 Q4

ARPUARPU･バンドル率･バンドル率 平均月次解約率平均月次解約率**

7,6887,7037,733
7,6387,681

2010年

2009年

2008年

*平均月次解約率=（当該期間における解約サービス数合計）÷

（当該期間の加重平均RGU数）÷（当該月数）

~~
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重点施策重点施策
 

攻めの一年攻めの一年

2．ＴＶ加入者の裾野拡大

 地デジ需要の掘り起こし地デジ需要の掘り起こし

 新たなターゲット層の開拓新たなターゲット層の開拓

1．営業体制の整備

 大規模な組織改編の実施大規模な組織改編の実施
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重点施策重点施策①①
 
営業体制の整備

・・

 
サービスエリアにサービスエリアに1010のブロックを設置し平均のブロックを設置し平均55局を局を統括運営。統括運営。

・・

 
現場現場へのへの権限を委譲権限を委譲。。

・・

 
局の間接業務を局の間接業務を集約化。集約化。

・・

 
ブロックが管轄する局をブロックが管轄する局を営業局と業務局に分割。営業局と業務局に分割。

現場力、地域営業力の強化現場力、地域営業力の強化

カスタマーケアカスタマーケア
地域との関係構築地域との関係構築

地域ブロック制の導入地域ブロック制の導入

・

 
現場が営業に特化できる体制に。（攻守両面において）現場が営業に特化できる体制に。（攻守両面において）

・・

 
地域特性に応じた機動的な対応が可能。地域特性に応じた機動的な対応が可能。

効果効果

関東ブロック関東ブロック
関東ブロック

関東ブロック

加入獲得加入獲得
ＣＡＴＶ事業部門 地域ブロック

営業局

業務局

<全国に10ブロックを配置>
MSOMSO 局局
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重点施策重点施策②②
 

ＴＶ加入者の裾野拡大ＴＶ加入者の裾野拡大

地デジ需要の掘り起こし地デジ需要の掘り起こし

*受信環境の良い場所に設置したアンテナで共同受信したテレビ放送電波を、分配することによりテレビ放送を視聴する世帯。

① 地デジ・BSパック（再送信メニュー）

③ デジアナ変換による複数台TV保有者の
 取り込み

② 未接続難視（共聴）世帯*の取り込み
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視聴形態の変化に対応し視聴形態の変化に対応し
多様なパッケージをターゲットごとに組成多様なパッケージをターゲットごとに組成

重点施策重点施策②②
 

ＴＶ加入者の裾野拡大ＴＶ加入者の裾野拡大

新たなターゲット層の開拓新たなターゲット層の開拓

視聴形態の変化視聴形態の変化

「ビックベ－シック」「ビックベ－シック」

「ビックベーシック」中心「ビックベーシック」中心
（多チャンネル）（多チャンネル）

ファミリー層ファミリー層

J:COM TV
スタンダード、コンパクト

見たい時に見たい番組を

単身層単身層

若年層若年層

ターゲットに合致したターゲットに合致した
商品設計商品設計

エントリーモデル（代表例）

地デジ・BSパック

ビデオ・オン・デマンド

多チャンネルユーザに育成多チャンネルユーザに育成
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シナジー追求シナジー追求

住友商事住友商事・・KDDIKDDIとの提携についてとの提携について

映画製作・映画製作・
配給関連事業配給関連事業

ｼﾈﾏｺﾝﾌﾟﾚｯｸｽｼﾈﾏｺﾝﾌﾟﾚｯｸｽ
事業事業

リテイル事業リテイル事業

ワワーキンググループーキンググループにてにて
具体的な提携内容を検討具体的な提携内容を検討

通信事業・通信事業・
商品提携商品提携

メディアメディア事業事業

ＣＡＴＶ事業ＣＡＴＶ事業

技術・インフラ技術・インフラ

http://www.sumitomocorp.co.jp/
http://www.kddi.com/index.html
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営業収益営業収益

①①利用料収入利用料収入

 

773535億円（億円（++2727億円、億円、++44%%））

ケーブルテレビ

 

398億円（

 

+13億円､+3%）

高速ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

 

214億円（

 

+8億円､+4%）

固定電話

 

123億円（

 

+6億円､+5%）

【増収の要因】

・

 

総加入世帯数の増加。

・

 

デジタル化率の上昇。

・

 

バンドル率の向上。

②その他収入②その他収入

 

114747億円（億円（++4747億円、億円、++4747%%））

・

 

連結子会社（J SPORTS）の増加。

・

 

電波障害対策関連収入の増加。

補足説明補足説明

利用料収入 その他

（億円）

808
715

+9%

708

100

708

0

250

500

750

1,000

09年1-3月 10年1-3月

735

147808
881

［米国会計基準］
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営業費用営業費用 ［米国会計基準］

番組・その他営業費用 販売費及び一般管理費

減価償却費

320

159 176

197
211

297

0

200

400

600

800

09年1-3月 10年1-3月

（億円）
+8%

707
653

補足説明補足説明

①番組・その他営業費用番組・その他営業費用

 

(+8%)(+8%)
・

 

連結子会社の増加。
・

 

新規加入世帯増に伴う関連費用の
増加。

②販売費及び一般管理費販売費及び一般管理費

 

(+1(+111%)%)
・

 

大型プロモーション施策による
広告宣伝費の増加。

・

 

連結子会社の増加。

③減価償却費減価償却費

 

（（++77%%））
・

 

連結子会社の増加。
・

 

新規加入世帯に係る固定資産の増加。
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営業利営業利益、益、EBITDA*EBITDA*

174155

0

50

100

150

200

09年1-3月 10年1-3月

（億円） +13%

386352

0

100

200

300

400

09年1-3月 10年1-3月

+10%（億円）

*EBITDA＝（営業収益）－（番組・その他営業費用）－（販売費および一般管理費）

［米国会計基準］

営業利益 EBITDA*
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167147

0

50

100

150

200

09年1-3月 10年1-3月

税金等控除前利益税金等控除前利益、当社株主帰属当社株主帰属四半期四半期純利益純利益

（億円）
+21%

84
69

0

50

100

09年1-3月 10年1-3月

（億円）+13%

［米国会計基準］

当社株主帰属四半期純利益税金等控除前利益
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設備投資設備投資

キャピタルリース 資本的支出

107

38 39

112

0

50

100

150

200

2009年1-3月 2010年1-3月

（億円）

146 
(-3%)

150 

［米国会計基準］

補足説明

①①

 

資本的支出資本的支出

 

△△55億円億円
・

 

加入世帯数の増加による引込宅内

工事費の増加。

・前年同期に一時的な支出が発生
（局舎購入等）。

②②

 

キャピタルリースキャピタルリース

 

++11億円億円
・旧メディアッティのJ:COM化関連投資等

による増加。
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3,139 3,125

3,780 3,742

985 1,083

3,896 3,998

4,121 4,067

8,017 8,017
8,065

資産の部資産の部 負債、資本の部負債、資本の部

【補足説明】

流動資産：現金及び現金同等物が営業活動やストックオプ

ションの行使等により66億円増加。

【補足説明】

負債：未払法人税等などの減少により54億円減少。

資本：当社株主帰属四半期純利益の増加などにより

102億円増加。

（億円） （億円）

その他資産合計 有形固定資産合計

投資合計 流動資産合計

資本合計 負債合計

0

2,000

4,000

6,000

8,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

2009年12月末 2010年3月末 2009年12月末 2010年3月末

8,065

［米国会計基準］

（+48） （+48）

115113

貸借対照表貸借対照表

（+98）

（△38）

（△14）

（+2）

（△54）

（+102）
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（億円）

［米国会計基準］

* フリーキャッシュフロー

 

＝ （営業活動によるキャッシュフロー）－（資本的支出）ー（キャピタルリース）

2009年Q1 2010年Q1 【【実績の概要実績の概要】】

営業活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ営業活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ 259 254
四半期純利益93億円、

減価償却費211億円、等。

投資活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ投資活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ △113 △115
資本的支出△107億円、事業譲受によ

 
る支出△8億円、等。

財務活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ財務活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ △6１ △73

自己株式の処分による収入38億円

ｷｬﾋﾟﾀﾙﾘｰｽ債務の元本支払△54億円、

長期借入金の元本支払△32億円、

配当金の支払△34億円

フリーキャッシュフローフリーキャッシュフロー 109 108
営業活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ（254億円）

 
から、ｷｬﾋﾟﾀﾙﾘｰｽを含む設備投資額

（146億円）を控除した額。

キャッシュ・フロー計算書キャッシュ・フロー計算書
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加入サービス数別の世帯構成比

3 2 1サービス加入世帯 サービス加入世帯 サービス加入世帯

06年3月末 08年3月末07年3月末 09年3月末 10年3月末

22.9% 25.4% 25.1% 25.2% 27.1%

28.4% 28.3% 27.4% 28.0% 28.0%

48.7% 46.3% 47.5% 46.8% 44.9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

バンドル化の推進バンドル化の推進
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RGURGU合計合計

0808年年1212月末月末

102%102%

0909年年33月末月末 0909年年66月末月末 0909年年99月末月末 0909年年1212月末月末

105%105%

108%108%

112%112%

100%100%
100100％％

110110％％

115115％％

（7月） （9月）

（11月）

105105％％

J:COM 横浜（3月上旬）

J:COM 仙台キャベツ（4月中旬）

（2008年12月末を基準とした水準）

買収会社の統合推進買収会社の統合推進

旧メディアッティの旧メディアッティのJ:COMJ:COM化化

111144%%

1010年年33月末月末
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J:COM J:COM オンオン
 

デマンドデマンド

購入コンテンツ数及び売上高

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

0

50

100

150

200

250

売
上

高
（

オ
レ

ン
ジ

の
棒

グ
ラ

フ
）

128
151

188

472
603

710

（万件）（百万円）

購入数

2007年1Q 2008年1Q 2009年1Q

売上高

購
入

数
（
青

い
折

れ
線

グ
ラ

フ
）

2010年1Q

802

220
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設置台数

『ブルーレイHDR』1月下旬より順次サービス開始

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

151,000

284,500 

07年3月末 08年3月末 09年3月末

424,500

10年3月末

（台）

510,300

ハードディスク内蔵型ハードディスク内蔵型STBSTB「「HDRHDR」」
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160160メガメガ
 

超高速インターネット接続サービス超高速インターネット接続サービス

加入世帯数

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

26,900

128,700

08年3月末 09年3月末 10年3月末

(世帯)

197,900



28 © Jupiter Telecommunications Co., Ltd.

チャンネル別チャンネル別
 

視聴可能世帯数視聴可能世帯数

チャンネル名/会社名
区分

出資比率

視聴可能
世帯数

ベーシックチャンネル

（2010年2月末現在）

その他
9.75％

その他
9.99％

その他
15％

日経CNBC
㈱日経ｼｰ･ｴﾇ･ﾋﾞｰ･ｼｰ

時代劇専門チャンネル

日本映画衛星放送㈱

日本映画専門チャンネル

日本映画衛星放送㈱

キッズステーション

㈱ｷｯｽﾞｽﾃｰｼｮﾝ

670万世帯
(656万世帯)

持分法
35％

AXN
㈱AXNｼﾞｬﾊﾟﾝ

588万世帯
(573万世帯)

持分法
33.3％

アニマルプラネット

 
ｱﾆﾏﾙ･ﾌﾟﾗﾈｯﾄ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

748万世帯
(743万世帯)

707万世帯
(697万世帯)

持分法
50％

ディスカバリーチャンネル

ﾃﾞｨｽｶﾊﾞﾘｰ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

319万世帯
(308万世帯)

連結
76％

チャンネル銀河

ﾁｬﾝﾈﾙ銀河㈱

731万世帯

 
(719万世帯)

連結
89.41％

ゴルフネットワーク

ｼﾞｭﾋﾟﾀｰｺﾞﾙﾌﾈｯﾄﾜｰｸ㈱

812万世帯

(805万世帯)
664万世帯
(651万世帯)

LaLa TV
ｼﾞｭﾋﾟﾀｰｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ㈱

790万世帯
(783万世帯)

連結
100％

ムービープラス

ｼﾞｭﾋﾟﾀｰｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ㈱

11万世帯
(10万世帯)

その他
12.28％

アニメシアターX (AT-X)
㈱ｴｰ･ﾃｨｰ･ｴｯｸｽ

オプションチャンネル

出所：各社

（ ）内は2009年11月末現在の視聴可能世帯数

*

 

100％子会社(有)ジュピタースポーツを通じた間接保有分を含む。

** J sports PlusはJ:COMではオプションチャンネル。

チャンネル名/会社名
区分

出資比率

視聴可能
世帯数

684万世帯
(673万世帯)

662万世帯
(647万世帯)

397万世帯

 
(388万世帯)

大人の趣味と生活向上◆アクトオンTV

㈱ジュピタービジュアルコミュニケーションズ

連結
90.00％

796万世帯
(789万世帯)

連結

80.5％*

J sports ESPN, J sports 1, 
J sports 2, J sports Plus * * 
㈱ｼﾞｪｲ･ｽﾎﾟｰﾂ･ﾌﾞﾛｰﾄﾞｷｬｽﾃｨﾝｸﾞ
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